熱中症対策普及事業実施要領例


（目的）
第１条　この要領は、気候変動適応法（平成３０年法律第５０号）第２３条に基づき実施する熱中症対策普及事業（以下「事業」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。
（事業実施主体）
第２条　事業の実施主体は、○○（団体名）とする。
　（事業対象者）
第３条　事業の対象者は、佐野市内の事業者及び市民とする。
　（事業内容）
第４条　事業の内容は、次のとおりとする。
(１)　熱中症対策に関する啓発及び広報を行うこと。
(２)　熱中症対策に係る相談への対応及び必要な助言を行うこと。
　（実施計画）
第５条　事業の実施に係る基本的な計画は、別紙事業計画書のとおりと　する。
　（実施体制）
第６条　事業を円滑に実施するため、担当者を定めるとともに、事業の　従事者に対して必要な研修及び管理を行うものとする。
　（事業の報告）
第７条　事業の実施に係る年度（以下「事業年度」という。）の開始の日　以降、速やかにその事業年度の事業計画書を市に提出するものとする。
２　事業年度終了後、速やかにその事業年度の事業報告書、収支決算書　及び貸借対照表を市に提出するものとする。
　（個人に関する情報の取扱い）
第８条　事業の実施に当たり知り得た個人に関する情報は、個人情報の　保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び○○○○（各団体が定める個人の情報の取扱いに関する規定名）に基づき適切に管理し、　当該情報の保護に努める。

附　則
本要領は令和X年X月XX日より施行する。

